
第10　職員の給与の状況（給与・定員管理等の状況） 

 

１　総括 

　 　人件費の状況（普通会計決算） 

  住民基本台帳 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考） 
 区　分     ４年度の
 人口（R6年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 人件費率

  人 千円 千円 千円        ％ ％ 
 R5年度 1,576,361 856,075,115 16,394,446 219,422,203 25.6 24.7 
 

　（注）１　県の会計は，一般会計と特別会計に分かれており，普通会計とは，一般会計と一部の特別会計を加えて，会計間の重複などを控除 
　　　　  して得られる統計上の会計である。 
   　　 ２　この表は，歳出に占める人件費（ただし，事業費支弁分を含む。）の割合を令和５年度普通会計決算で示したものである。 
　 　　 ３　表中「人件費」には，特別職及び議員に支給される給料及び報酬，職員に支給される給料及び手当，地方公務員共済組合負担金， 
　　　　　退職手当，恩給及び退職年金，災害補償費等が含まれる。

 
人件費の状況（普通会計決算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 　職員給与費の状況（普通会計決算） 

     （参考） 
  職員数 給　与　費 一人当たり 都道府県一人 
 区　分  給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計 給 与 費 当たり給与費 
 Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

  人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

 R5年度 23,778 106,705,990 22,433,297 42,457,026 171,596,313 7,217 6,819

 

  （注）１　職員手当には，退職手当を含まない。 
  　　　２　職員数については，令和５年４月１日現在の人数である。また，任期付短時間勤務職員，再任用職員（短時間勤務），会計年度
　　　　　 任用職員及び臨時的任用職員を含まない。 
 　　 　３　給与費については，任期付短時間勤務職員，再任用職員（短時間勤務），臨時的任用職員及びフルタイム会計年度任用職員の給与
　　　　　 費が含まれているが，パートタイム会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

職員給与費の状況（普通会計決算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費

219,422百万円

（25.6％）

投資的経費

167,161百万円

（19.5％）

その他

一般行政経費

326,725百万円

（38.2％）

扶助費

28,101百万円

（3.3％）

公債費

114,666百万円

（13.4％）

うち一般行政その他部門

46,345百万円

（5.4%）

うち教育部門
144,273百万円

(16.9%)歳出総額

856,075
百万円

うち警察部門
28,804百万円

（3.4%）

給料

106,705百万円

（62.2％）

職員手当

22,433百万円

（13.1％）

期末・勤勉手当

42,457百万円

（24.7％） 給与費
171,596百万円

職員数
23,778人

１人当たり給与費
7,217千円



　 　ラスパイレス指数の状況 

　　　令和５年４月１日現在の本県行政職給料表適用職員のラスパイレス指数は，国家公務員を100とした

　　場合，96.2となっており，47都道府県の中では低い水準（全国46位）となっている。 

 

      （注）１　ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の職員数（構成）

      　　　　を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算 

      　　　　した指数。 

          　　 ２　（）書きの数値は，地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは，地域手当を 

      　　　　加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため，地域手当の支給率を用いて補正したラス 

      　　　　パイレス指数。 

      　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率） 

      　　　　により算出。）

 

　 　給与改定の状況 

　　 ①月例給 

  人事委員会の勧告   

 区　分 給与改定率 （参考） 

 民間給与 公務員給与 較差 勧告 国の改定率 

           Ａ         Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

  円 円 円 ％ ％ ％ 

 R6年度 － － － － － －

 

  　 （注）　「民間給与」，「公務員給与」は，人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

 

　　 ②特別給（期末・勤勉手当） 

  人事委員会の勧告   

 区　分 年間支給月数 （参考） 

 民 間 の 支 公務員の支 較差 勧告 国の年間 

 給割合  Ａ 給月数　Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

  月 月 月 月    　　　月 月 

 R6年度 － － － － － －

 

  　 （注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合，「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の 
　　　　　 年間支給月数である。
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　 　給与制度の総合的見直しの実施状況について 

  

    ①  給料表の見直し 

　　　　給料表改定時期：平成27年４月１日 

　　　　平均引き下げ率：２％ 

　　　　経  過  措  置：人事委員会の報告を踏まえ，平成30年３月31日で終了する給与制度の総合的見

　　　　　　　　　　　　直しに伴う経過措置について，激変緩和措置（平成30年４月１日以降，毎年度

　　　　　　　　　　　　３千円を上限として段階的に減額する措置を３年間実施）を講じる。 

 

②　地域手当の見直し 

　　　　国に準じて改正を行っており，東京都特別区において勤務する場合20％の地域手当が支給される

　　　こととなるが，鹿児島県内において地域手当の対象となる勤務地はない。 

 

③　その他の見直し内容 

        管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について，国と同様に見直しを実施 

（平成27年４月１日実施） 

 

２　職員の平均給与月額，初任給等の状況 

　 　職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在） 

　　①　一般行政職 
区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国比較ベース）

鹿児島県 43.3歳 313,600円 392,834円 344,584円

国 － 歳 － 円 － 円 － 円

都道府県平均 － 歳 － 円 － 円 － 円

 

　　②　技能労務職 

  公務員 民間 参考
 区　分 平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 対応する民間 平均年齢 平均給与月額 Ａ／Ｂ 
 (Ａ) (国比較ベース) の類似職種 (Ｂ)

 鹿児島県 57.0歳 161人 314,500円 357,110円 334,349円 － － － － 
 

           

  うち運転技師 58.0歳 38人 297,500円 340,411円 315,400円 乗用自動車 60.7歳 185,700円 1.83 
 運転者

           

  うち道路整備員 57.8歳 25人 319,700円 363,900円 347,812円 － － － － 
 

           

  うち技術補佐員 56.2歳 64人 319,400円 366,608円 341,684円 － － － －
 

           

  うち介助員 56.6歳 32人 319,400円 353,397円 331,456円 － － － － 
  （特別支援学校）

           

 国 - 歳 - 人 - 円 - 円 - 円 － － － － 
 

   （平均）        

 都道府県平均 - 歳 - 人 - 円 - 円 - 円 － － － － 

 

 

 

 

 

 



 

  参　考 　 
 区　分  
 年収ベース（試算値）の比較  
 公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ  

      

 鹿児島県 － 円 － 円 －  
      

  うち運転技師 5,428,532円 2,442,600円 2.22  
      

  うち道路整備員 －　円 － 円 －  
      

  うち技術補佐員 －  円 － 円 －  
      

  うち介助員 －  円 － 円 －  
  （特別支援学校）

     ※　民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（令和２～令和４年の３ヶ年平均）。 
     　　（乗用自動車運転者については鹿児島県データである。） 
     ※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において完全に一致しているものでは 
     　ない。 
     ※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは，それぞれ平均給与月額を12倍したものに，公務員においては 
     　前年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

 

　　③　高等（特別支援・専修・各種）学校教育職 

区　　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

鹿 児 島 県 47.5歳 384,800円 442,841円

都道府県平均 - 歳 - 円 - 円

 

　　④　小・中学校教育職 

区　　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

鹿 児 島 県 45.8歳 369,100円 428,971円

都道府県平均 - 歳 - 円 - 円

 

　　⑤　警察職 

 区　　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額  

 （国比較ベース）  

 鹿 児 島 県 38.5歳 323,300円 440,937円 356,878円  

 国 - 歳 - 円 - 円 - 円  

 都道府県平均 - 歳 - 円 - 円 - 円

     （注）１　「平均給料月額」とは，令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。 
　　　　　  ２　「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外勤務手当などのすべての諸 
　　　　　 　 手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査で明らかにされているものである。 
   　　　　　　また，「平均給与月額（国比較ベース）」は，比較のため，国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの） 
  　　　　　 で算出している。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　 　職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

 区分 鹿児島県 国  

 一般行政職 大学卒 196,700円 196,200円  

 高校卒 167,100円 166,600円  

 技能労務職 高校卒 174,200円 －  

 中学卒 155,700円 －  

 高 等 学 校 大学卒 220,300円 －  

 教 育 職 短大卒 195,300円 －  

 小・中学校 大学卒 220,300円 －  

 教 育 職 短大卒 198,200円 －  

 警　察　職 大学卒 221,400円 227,600円  

 高校卒 192,300円 191,800円

　 （注）１　この表は，県に新たに採用された職員の初任給を示したものである。 
     　　２　高等学校教育職及び小・中学校教育職については，国立学校が法人化されたことにより，国における該当職員はいない。 
     　　　　（以下同じ）

 

　 　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在） 

 区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年  

 一般行政職 大学卒 276,172円 357,044円 377,895円 394,342円  

 高校卒 247,560円 319,874円 354,651円 368,727円  

 技能労務職 高校卒    －　円  　－　円 309,400円 312,743円  

 中学卒    －　円 279,700円 300,600円 300,350円  

 高 等 学 校 大学卒 328,198円 403,572円 427,436円 436,666円  

 教 育 職 短大卒 299,300円 343,656円 395,606円 415,974円  

 小・中学校 大学卒 328,922円 398,319円 419,057円 430,401円  

 教 育 職 短大卒 304,773円 381,270円 407,211円 423,744円  

 警　察　職 大学卒 297,759円 388,191円 415,925円 419,203円  

 高校卒 274,827円 354,126円 397,651円 412,219円

   （注）　技能労務職のうち，経験年数10年の高校卒，中学卒及び経験年数20年の高校卒は該当職員なし。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３　一般行政職の級別職員数等の状況 

　 　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在） 

 区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の 

 給料月額 給 料 月 額

 ９級 部 長 ・ 局 長    15人 　0.3％ 461,200円 530,400円

 ８級 局 長 ・ 次 長    33人 　0.7％ 411,400円 471,300円

 ７級 次 長 ・ 課 長    52人   1.0％ 366,500円 447,400円

 ６級 課長・課長補佐   397人   7.9％ 324,000円 412,500円

 ５級 課 長 補 佐   489人   9.8％ 296,200円 395,100円

 ４級 係 　　　　 長 1,489人  29.7％ 272,400円 383,100円

 ３級 主査・技術主査 1,286人  25.7％ 241,600円 352,000円

 ２級 主 事 ・ 技 師   662人  13.2％ 208,600円 306,100円

 １級 主 事 ・ 技 師   589人  11.8％ 162,600円 250,100円

 5,012人 100.0％

　 （注）１　鹿児島県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
         ２　標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。

 

 



　 　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和６年４月１日現在） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 　昇給への人事評価の活用状況（鹿児島県） 

   
   

令和５年度中における運用 管理職員 一般職員

イ.  人事評価を活用している ○

　活用している昇給区分 昇給可能 昇給実績が 昇給可能 昇給実績が 

な区分 ある区分 な区分 ある区分

 上位，標準，下位の区分 ○ ○ ○ ○

 上位，標準の区分

 標準，下位の区分

 標準の区分のみ（一律）

ロ.  人事評価を活用していない 

  活用予定時期



４　職員の手当の状況 
　 　期末手当・勤勉手当 
 鹿　児　島　県 国
  １人当たり平均支給額（令和５年度） － 
 　　　　　　　　　　　　  1,695 千円
 （令和５年度支給割合） （令和４年度支給割合） 
 期末手当     　　 勤勉手当 期末手当          勤勉手当 
  2.40 月分　　　　 2.00 月分  2.40 月分　　　　 2.00 月分 
 (1.35)月分        (0.95)月分 (1.35)月分        (0.95)月分
 （加算措置の状況） （加算措置の状況）  
 　職制上の段階，職務の級等による加算措置   職制上の段階，職務の級等による加算措置 
 　　　・役職加算　　 5～20％   　　・役職加算　　 5～20％ 
       ・管理職加算　　　10％       ・管理職加算　10～25％   
　（注）　（　）内は，再任用職員に係る支給割合である。

 
　○ 勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（鹿児島県） 

   
令和５年度中における運用 管理職員 一般職員

イ.  人事評価を活用している ○ ○

　活用している成績率 支給可能 支給実績が 支給可能 支給実績が 

な成績率 ある成績率 な成績率 ある成績率

 上位，標準，下位の成績率 ○ ○ ○ ○

 上位，標準の成績率

 標準，下位の成績率

 標準の成績率のみ（一律）

ロ.  人事評価を活用していない 

  活用予定時期

 

　 　退職手当（令和５年４月１日現在） 
 鹿　児　島　県 国

   
 （支給率）       自己都合　  　応募認定・定年  
   勤続20年      19.6695月分  　 24.586875月分  
 　勤続25年      28.0395月分     33.270750月分 同左 
   勤続35年      39.7575月分     47.709   月分 
   最高限度　    47.709 月分     47.709   月分 
   その他の加算措置    定年前早期退職特例措置 
                       （３％～45％加算）
 　　令 和 5 年 度 全 職 種   （自己都合）  （応募認定・定年） － 
 　　１人当たり平均支給額   　 2,864千円      　22,193千円
　（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は，令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

 
　 　地域手当（令和６年４月１日現在） 
  支給実績（令和５年度決算）  66,972 千円
  支給職員１人当たり平均支給年額 778,000   円 
  （令和５年度決算）
 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）
 東京都特別区 20％ 29人 20％
 大　 阪 　市 16％ 10人 16％
 名 古 屋 市 15％  1人 15％
 福　 岡   市 10％  5人 10％
 岐 　阜　 市  6％  1人  6％
 金   沢   市  3％  3人  3％
 長   崎   市  3％  1人  3％
 医　　　　師 16％ 26人 16％

 平均支給率 16.3％ － 16.3％

　 （注）　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は，企業会計等を除く普通会計から給与を支給されている一般職の職員に対し国の 
　 　　　率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。

 



 
　 　特殊勤務手当（令和６年４月１日現在） 
  支給実績（令和５年度決算） 1,031,231 千円
  支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 　115,000 　円
  職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） 　　 37.4 　％
  手当の種類（手当数） 51
 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する 
 （令和5年度決算） 支給単価

 ＜知事部局＞

 税務手当 総務部税務課，地域振興局総務企 県税に関する賦課及び徴収に関する 20,480千円 日額 
  画部等に勤務する職員 事務 (外勤)  750円 
 (内勤)  650円

 防疫等作業手当 ①保健所等に勤務する職員 ①感染症が発生している区域等にお 1,664千円 ①日額  290円 
  ②保健所等に勤務する臨床検査技 　いて感染症の患者等の救護作業等        ～380円 
  　師等 　に従事 （危険加算100/100） 
 ②病理細菌検査等業務 ②日額　400円 
 
 有毒薬品等取扱手当 農業開発総合センター等に勤務す 人体に特に危険性を有する有毒ガス 1,063千円 日額    290円 
 る職員 の発生を伴う作業等

 放射線取扱手当 保健所等に勤務する医師等 エックス線その他の放射線を照射・ 82千円 日額    250円 
 透視する作業     
 ハブ取扱手当 名瀬保健所，徳之島保健所に勤務 生体ハブの毒液を採取する作業 207千円 日額    400円 
 する職員 　　　～700円

 社会福祉業務手当 地域振興局保健福祉環境部地域保 福祉に関する現業及び指導監督業務 28,424千円 日額    640円 
 健福祉課等に勤務する職員 (児相職員は1,000円)

 種雄牛馬等取扱手当 農業開発総合センターに勤務する 種雄牛馬豚の精液の採取作業等 388千円 日額    300円 
 職員 　　
 狂犬病予防手当 保健所に勤務する職員 狂犬病の予防注射を接種する作業等 22千円 日額    290円

 精神保健業務手当 保健所に勤務する職員等 在宅精神障害者の訪問指導等 203千円 日額    290円

 食肉検査手当　 保健所，食肉衛生検査所に勤務す 獣畜のと殺，解体の検査等 11,454千円 日額    600円 
 る職員     
 火薬類等取締手当 危機管理防災局危機管理課等に勤 火薬類取締法の保安検査等 32千円 日額    250円 
 務する職員     
 土木現場等作業手当 環境林務部，土木部等に勤務する 高所作業，深所作業，坑内作業等 12,300千円 日額  　220円 
 職員 　 　 ～400円

 消防訓練従事手当 消防学校に勤務する職員 消防職員及び消防団員の訓練指導 365千円 日額    720円

 航空機搭乗作業手当 従事する職員 航空機に搭乗し消防，防災等の作業 0千円 １時間1,900円

 に従事 （危険加算440円）

 用地交渉手当 地域振興局農林水産部又は建設部 公共の利益となる事業の用に供する 3,298千円 日額 
 等に勤務する職員 土地の取得に関し，現地において所      （昼） 1,000円 
 有者や権利者等と直接交渉する業務      （夜） 1,500円

 夜間部従業手当 県立短期大学に勤務する事務職員 県立短期大学第二部の事務 179千円 日額    580円

 し尿処理施設等検査 地域振興局保健福祉環境部衛生・ し尿処理施設等の指導，検査の業務 46千円 日額    250円 
 手当 環境課等に勤務する職員     
 潜水手当 水産技術開発センターに勤務する 潜水器具を着用して潜水作業に従事 50千円 １時間  310円 
 職員 　  ～1,500円

 漁業取締調査手当 水産振興課，水産技術開発センタ 船舶に乗船し，漁業取締り等の業務 1,337千円 日額    300円 
 ーに勤務する職員 に従事     
 道路補修作業手当 地域振興局建設部等に勤務する道 道路補修作業 3,114千円 日額 　 300円 
 路整備員       (①国が指定した地域高規格

  道路のうち，自動車専用道路

  区間及び②１日交通量５万台

  以上かつ片側３車線以上の区

 間を有する路線③動物死骸処

 理に直接従事した場合で行う

 道路補修作業の場合350

 円)



 
 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する 
 （令和5年度決算） 支給単価

 災害応急作業等手当 従事する職員 異常な自然現象により重大な災害が 102千円 日額    350円 
 発生し，若しくは発生する恐れのあ 　　 　　～1,060円 
 る現場において行う巡回監視

 家畜直腸検査等手当 農業開発総合センター，家畜保健 家畜の直腸検査の作業 318千円 日額  　250円 
 衛生所等に勤務する職員 　　

麻薬取締手当 くらし保健福祉部薬務課に勤務す 麻薬及び向精神薬取締法第54条第５項 1千円 日額 
る麻薬取締員である職員 若しくは第56条第１項の規定による業 　　  　　（昼）550円 

務又は拳銃訓練に従事       　　 （夜）800円

＜教育委員会＞

多学年学級担当手当 小・中・義務教育学校の２の学年 小・中・義務教育校の複式の学級に 32,727千円 日額 
の児童又は生徒で編制されている おける授業，指導に従事 　  　　290円 
学級を担当する教育職員

教員特殊業務手当 小学校，中学校，義務教育学校， ①非常災害時等緊急業務 415,067千円 日額 
 高等学校又は特別支援学校に所属 ②修学旅行等引率業務 　　①7,500円 
 する教諭，養護教諭又は栄養教諭 ③対外運動競技等への引率業務 　　～8,000円 
 等で，教育職給料表（二）又は（三） ④部活動指導業務 (特に甚大な被害の場合は, 
 の１級又は２級の者  16,000円) 
   　　②5,100円 
 　　③5,100円 

　　④2,700円

教育業務連絡指導手 小学校，中学校，義務教育学校， 連絡調整及び指導等の業務 125,553千円 日額  　200円 
当 高等学校又は特別支援学校に所属 　　

する教諭，養護教諭又は栄養教諭

のうち，支給規則で定める者

夜間管理手当 農業，工業又は水産に関する学科 家畜分べん等のための夜間勤務 3,646千円 1夜につき 
を有する高等学校において当該教 　1,600円以内 
科を担当する教頭又は教諭等

面接指導手当 通信教育の面接指導を行う教育職 面接指導 11,337千円 １時間 
員（通信教育課程本務者を除く） 　　　2,110円

乗船実習指導手当 水産に関する学科を置く高等学校 生徒の乗船実習指導 1,043千円 遠洋漁業の乗船実習 
 の教育職員 日額　2,600円 

 その他 
日額  2,100円

舎監手当 教育職員 寄宿舎管理の業務 29,838千円 日額 
  4,400円以内

漁獲手当 実習船乗船を本務とする学校職員 漁ろう実習 1,144千円 １航海 
      (売払代金-手数料)× 

 0.17以内(支給総額)



 
 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する 
 （令和5年度決算） 支給単価

 ＜警察本部＞

 犯罪予防等作業手当 警察本部又は警察署に勤務する職 ①犯罪の予防若しくは捜査，被疑者 72,932千円 日額 

 員のうち， 　の逮捕等の作業 　　　①560円 

 ①警視以下の警察官（管理職員を ②少年の補導作業 　　　②320円 

 　除く） 

 ②少年補導職員

 犯罪鑑識作業手当 警察本部又は警察署に勤務する職 ①現場鑑識作業 6,615千円 日額 

 員 ②その他の犯罪鑑識作業 　　　①560円 

 　　　②280円

 看守・護送作業手当 警察本部又は警察署に勤務する職 留置施設の看守又は留置場に留置さ 5,795千円 日額 　 240円 

 員　　　　　 れた者の護送の作業及び保護室にお       

 ける被保護者の監視作業

 交通捜査等作業手当 警察本部又は警察署に勤務する警 交通事故捜査，交通取締り 41,495千円 日額　　310円 

 視以下の警察官（管理職員を除く） 　　～1,260円

 警ら作業手当 警察本部又は警察署に勤務する警 警ら作業 50,812千円 日額    340円 

 部以下の警察官 　　　

 航空機操縦作業手当 航空隊に勤務する職員のうち，航 航空機の操縦作業 3,223千円 １時間5,100円 

 空機の操縦を担当する警察官 （危険加算670円）

 航空機整備作業手当 航空隊に勤務する職員のうち，航 航空機及び航空機保守器材の整備作 1,256千円 日額　1,410円 

 空機及び保守器材の整備を担当す 業 

 る職員

 死体処理作業手当 警察本部又は警察署に勤務する職 検視，死体解剖の立会い等死体の処 35,788千円 １体 

 員のうち， 理作業 　　①3,200円 

 ①検視室長，検視官 　　②1,600円 

 ②①以外の職員 　　～3,200円

 夜間特殊業務作業手 警察本部又は警察署に勤務する職 夜間（午後10時～翌日午前５時）の業 98,069千円 １回 　 410円 

 当 員　　　　　 務 　　　～980円

 危険物取扱等作業手 警察本部又は警察署に勤務する職 ①火薬類取締法等による立入検査等 104千円 ①１日　250円 

 当 員 　作業 ②１件5,200円 

 ②爆発物の遮へい等の処理作業 ③１日2,600円 

 ③特殊危険物処理作業 　　～4,600円 

 ④特殊危険物による被害の危険があ ④１日　250円 

 　る区域での作業 ⑤１件　800円

 ⑤ハブ捕獲等作業

 緊急呼出作業手当 警察本部又は警察署に勤務する職 突発的に発生した事案処理のため呼 2,131千円 １回　1,240円 

  員（管理職員を除く） び出されて，夜間（午後９時～翌日  

  午前５時）を含む時間に，支給対象

 作業に従事した場合

 航空機搭乗作業手当 警察本部又は警察署に勤務する職 航空機に搭乗して行う捜索救難等作 2,438千円 １時間 

 員 業 　　①2,200円 

 ①航空機整備担当者 　　②1,900円 

 ②①以外の職員 （危険加算①550円） 

 ②440円）

 潜水作業手当 潜水免許を保有する職員 潜水器具を着用しての潜水作業    48千円 １時間　310円 

　　～1,500円

 

 

 

 

 

 

 



 

 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する 
 （令和5年度決算） 支給単価

 災害応急作業等手当 警察本部又は警察署に勤務する職 災害現場での人命救助作業等　 265千円 日額　  420円 

 員 　　～1,680円 

 (東日本大震災関係) 

 日額　　660円 

 　 ～40,000円 

 (東日本大震災関係以外の原

 子力災害及び特定大規模災

 害)　日額 

 　 ～40,000円

 側近警衛等作業手当 警察本部又は警察署に勤務する警 ①天皇・皇后・上皇・上皇后・皇太 1,208千円 日額 

 察官 　子・皇太子妃・皇嗣若しくは皇嗣 　　①1,150円 

 　妃の側近警衛 　　②　640円 

 ②その他の皇族の側近警衛・警護対

 　象者の警護

 海外犯罪情報収集作 警察本部又は警察署に勤務する警 海外における犯罪捜査の情報収集作 0千円 日額　　800円 

 業手当 察官　　　　 業等

 銃器等犯罪捜査等作 警察本部又は警察署に勤務する警 銃器使用犯罪現場での犯人逮捕等 18千円 日額　　820円 

 業手当 察官 　　～1,640円

 

 用地交渉手当 警察本部又は警察署に勤務する職 公共の利益となる事業の用に供する 0千円 日額 
 員 土地の取得に関し，現地において所      （昼） 1,000円 
 有者や権利者等と直接交渉する業務      （夜） 1,500円

 犯罪予防等通訳作業 警察本部又は警察署に勤務する職 犯罪の予防若しくは捜査又は被疑者 0千円 日額　　560円 

 手当 員 の逮捕に伴う通訳の作業

 船舶警ら等作業手当 生活安全部地域課及び奄美警察署 警ら，犯罪の捜査，警戒警備又は救 133千円 日額    340円 

 に勤務する職員のうち，船舶警ら 難若しくは救助の作業 　　　

　 　 等の作業を担当する職員

　 （注）　特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務に従事する職員に支給される手当で 
　 　　　ある。

 

　 　時間外勤務手当 

  支給実績（令和５年度決算） 4,627,827 千円

  職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 　　　508 千円

  支給実績（令和４年度決算） 4,775,478 千円

  職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 　　　519 千円

　 （注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（〇年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管 
　　　　 理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短時間勤務職員を含む。



　 　その他の手当（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手 当 名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

給料の特別
調整額

管理又は監督の地位
にある職の特殊性に
基づき支給。

管理職手当
(教育委員会)

管理又は監督の地位
にある職の特殊性に
基づき支給。

初任給調整
手当

専門的な知識を必要
とし，採用困難であ
る医師等に，採用か
ら一定期間支給。

初任給調整
手当
（教育委員会）

特殊な専門知識を必
要とし，採用による
欠員の補充に特別の
事情があるものに，
採用から一定期間支
給。

配偶者 月額 6,500円

子  　 10,000円

父母等 　 　6,500円

住居手当 自ら居住するための
住宅若しくは単身赴
任の職員の配偶者が
居住するための住宅
を借り家賃を支払う
職員に支給。 同 2,357,723 千円 303,000 円

同

異

本県の交通
事情を考慮
して，国の
支給限度額
24,500円
（60㎞以
上）を上回
る額を支給

同

異
給料等の算
出方法が異
なる

異
給料等の算
出方法等が
異なる

※準ずる手当
　月額：給料等×支給割合
　（移転後5年目まで4/100,移転後6年目2/100）

へき地手当
（教育委員会）

離島等の生活不便な
地に所在するへき地
学校等に勤務する職
員に支給｡
また，異動等に伴い
住居移転する場合
は，準ずる手当を支
給。（小・中学校）

月額：給料等×支給割合(25/100～4/100) 3,522,591 千円 929,000 円

281,000 円

2,908,891 千円 170,000 円

同

支給実績
（R5年度決算）

支給職員
１人当たり
平均支給年額
（R5年度決算）

909,126 千円 586,000 円

千円3,017,399

1,483,907 千円

単身赴任手当 異動等に伴い転居
し，やむを得ない事
情により，同居して
いた配偶者と別居し
単身で生活する職員
に支給。

①基礎額
　月額30,000円

②加算額
　職員の住居と配偶者の住居間の距離に応じて支
給。
　支給限度額：月額70,000円

扶養手当 扶養親族のある職員
に支給。

※16歳に達する年度初めから22歳に達する年度末
までの子に対する加算：1人あたり月額5,000円

特地勤務手当 離島等の生活不便な
地に所在する公署に
勤務する職員に支
給。また，異動等に
伴い住居移転する場
合には，準ずる手当
を支給。

月額：給料等×支給割合(25/100～4/100)

※準ずる手当
　月額：給料等×支給割合
　（移転後5年目まで4/100,移転後6年目2/100）

③特急，高速道路利用者
　利用に係る特別料金等の額の1/2を加算。
　支給限度額：１箇月当たり20,000円

家賃の額に応じて支給。
　支給限度額：月額28,000円
※単身赴任の職員の配偶者が借家に居住する場合
は1/2の額

通勤手当 交通機関又は交通用
具を利用して通勤す
る職員に支給

①交通機関利用者
　６箇月定期券等の価格に相当する額を支給。
　支給限度額：１箇月当たり55,000円

②交通用具使用者
　通勤距離に応じて支給。
　支給限度額：月額55,000円
　　　　　　　（通勤距離が95㎞以上の場合）

定額（47,100円～137,700円） 

採用後の期間等に応じて１年ごとに定められた額
　医師［医(一)］：支給限度額 月額415,600円
　獣医師　  　　：支給限度額 月額 60,000円

内容及び支給単価

定額（39,700円～72,800円）

一部の職に
つき国の定
額を下回る
定額を支給

異

同

675,000 円

採用後の期間等に応じて１年ごとに定められた額
　支給限度額　2,500円 異

獣医師を支
給対象

146,328 千円 1,037 円



 

 

 

 

 

 

手 当 名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

農林漁業普及指
導手当

農・林・水産業の従
事者に技術等を普及
指導する職員に支
給。

69,181 千円 321,000 円

夜勤手当 正規の勤務時間とし
て午後10時から翌日
午前５時までの間に
勤務することを命ぜ
られた職員に支給。

同 270,214 千円 119,000 円

休日給 休日等における正規
の勤務時間中に勤務
することを命ぜられ
た職員に支給。

同 597,728 千円 451,000 円

・一般の宿日直勤務 4,400円/回
・医師・歯科医師の宿日直勤務（知事部局） 21,000円/回

・特殊な業務を主とする宿日直
勤務

6,100円/回

　　　　　　　 週休日等 平日夜間

・部長級        12,000円/回 6,000円/回

・次長級        10,000円/回 5,000円/回

・課長級         8,000円/回 4,000円/回

・補佐級         6,000円/回 3,000円/回

災害派遣手当 災害復旧等のために
本県に派遣され，本
県に滞在することを
要した職員に支給。

0 千円 0 円

義務教育等教員
特別手当
（教育委員会）

教育職員の確保を目
的として，教育職給
料表(二)(三)の適用
者に定額を支給。 1,007,478 千円 71,000 円

定時制通信教育
手当
（教育委員会）

夜間定時制，通信制
の課程を置く高校の
教育職員に支給。

12,745 千円 271,000 円

産業教育手当
（教育委員会）

農業，水産，工業の
課程を置く高校の教
育職員のうち，実習
を伴う農業,水産,工
業を担当する職員に
支給。

122,486 千円 322,000 円

支給職員
１人当たり
平均支給年額
（R5年度決算）

146,000 円

支給実績
（R5年度決算）

94,877 千円同

・地域振興局又は支庁に勤務する普及指導員，
　林業普及指導員又は水産業普及指導員
　　　　　　　　　　　月額：給料×8/100

・農業開発総合センターの普及指導員，
　森林技術総合センターの林業普及指導員，
　水産技術開発センターの水産業普及指導員
　　　　　　　　　　　月額：給料× 6/100

宿日直手当 日直や宿直を命ぜら
れた職員に支給。

勤務１時間当たりの給与額×勤務時間
　×　支給割合(25/100)

勤務１時間当たりの給与額　×　勤務時間
　×支給割合(135/100)

月額
　実習を伴う農業又は水産に関する科目
　　１級　　　　　19,000円
　　２級以上　　　24,000円
　実習を伴う工業に関する科目
　　１級　　　　　14,000円
　　２級以上　　　18,000円

※６時間を超える場合は，各区分の額を1.5倍す
る。

・滞在期間が30日以内     3,970円（6,620円）
・ 〃 30日を超え60日以内 3,970円（5,870円）
・ 〃 60日を超える期間   3,970円（5,140円）
※公用の施設等に宿泊する場合の1日あたりの
額。（ ）はその他の施設に宿泊する場合。

級号給に応じ2,000円～8,000円を支給

月額
　夜間定時制の課程
　　１級　　　　　19,000円
　　２級以上　　　24,000円
　通信制の課程
　　１級　　　　　10,000円
　　２級以上　　　12,000円

内容及び支給単価

円

管理職員特別勤
務手当

管理職員が，臨時又
は緊急の必要等によ
り，週休日・休日及
び平日の午前０時か
ら午前５時までの間
に勤務した場合に支
給。

同 4,473 千円 79,000



５　特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在） 

 区　　分 給料月額等

 給 知　　　事   　　　　1,240,000円 

  副　知　事     　　　　970,000円 

 料       

 報 議　　　長      　　　 970,000円 

  副　議　長       　　　870,000円 

 酬 議　　　員       　　　780,000円

 期 知　　　事      （令和６年度支給割合） 

 末 副　知　事        　　　3.40月分（20％加算措置あり）

 手 議　　　長      （令和６年度支給割合） 

 当 副　議　長        　　　3.40月分（20％加算措置あり）             

 議　　　員        

       　（算定方式）             　  （１期の手当額） （支給時期） 

 退   

 職 知　　　事  　 1,240,000円×2／3×勤続月数＝ 39,679,999円   （任期毎） 

 手     　           　　 　（48月） 

 当 副　知　事  　   970,000円×1／2×勤続月数＝ 23,280,000円　 （任期毎） 

       　         　　　 （48月） 

   

 

 （注）１　給料及び報酬の（　）内は，減額措置を行う前の金額である。 
    　 ２  退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期（４年＝８月）勤めた場合における 
　　　　 退職手当の見込み額である。

 

 

６　職員数の状況                               　　　　　　      　　 

　 　部門別職員数の状況と主な増減理由                             　　　（各年４月１日現在） 

                   区分 職　員　数 対前年   
   主 な 増 減 理 由  
 部門 令和５年 令和６年 増減数  

 一般行政部門 議 会 37 37    　 0 ・事務事業の見直し等による増減  

 総務企画 926 831  △  95   増事由  

 税 務 163 166  　　 3  【民政部門】  

 民 生 473 500  　  27    ・子ども政策局新設  

 衛 生 659 640  △　19  減事由  

 労 働 108 106  △　 2  【総務企画部門】  

 農林水産 1,521 1,503  △  18    ・国体・全国障害者スポーツ大会関係課  

 商 工 194 196       2 　　　廃止  

 土 木 847 848       1  【衛生部門】  

 小　　計 4,928 4,827  △ 101   ・新型コロナウイルス感染症対応に係る  

 　　　体制縮小  

 特別行政部門 教　　育 15,409 15,456      47  

  警　　察 3,441 3,414  △  27  

 小　　計 18,850 18,870      20  

 公 営 企 業 等 病 院 987 980  △　 7  

 会 計 部 門 そ の 他 38 39       1

  小 計 1,025 1,019  △   6 

　 総　合　計 24,803 24,716  △  87 

（ (28,177) (28,091)  (△ 86)

注）１　職員数は，総務省の「地方公共団体定員管理調査」に基づき同省に報告したものである。 
    ２　（　）内は，条例定数の合計である。

 



　 　年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳  

区　分             計 

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

              

職員数 99 1,089 1,904 1,853 1,885 1,924 1,988 2,366 3,393 3,535 3,105 1,575 24,716

 

　 　職員数の推移                                                     　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（単位：人，％） 

年度       過去５年間の 

部門別 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 増減数（率）

一般行政 5,026 4,997 4,959 4,958 4,928 4,827 △199(△4.0％)

教育 15,152 15,242 15,308 15,338 15,409 15,456 　 304(　2.0％)

警察 3,490 3,488 3,498 3,483 3,441 3,414 △　76(△2.2％)

消防 0 0 0 0 0 0 0(  － ％)

普通会計計 23,668 23,727 23,765 23,787 23,778 23,697 29(　0.1％)

公営企業等会計計 1,026 1,032 1,026 1,033 1,025 1,019 △　7(△0.7％)

総合計 24,694 24,759 24,791 24,812 24,803 24,716 22(　0.1％)

 


